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１．関係法令 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7 年 10 月 27 日法律第 123 号） 
最終改正：平成 26 年 6 月 4 日法律第 54 号 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、

建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図り、

もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕、模

様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該市町

村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。ただし、

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項又は第九十七条の三第一

項 の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物については、都道

府県知事とする。 

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するため、

当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又はあっ

せん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を得るため、

建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとする。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるものとする。 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以下

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物

の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事

項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対

する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する

事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記

載することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必要

な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対する安全性に係る建築

基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）に適合しない建

築物で同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）であるもの（その地

震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物（以下「耐震不明建築物」という。）

に限る。）について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 

当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が集合し、

又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定める道路（以

下「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当

多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既

存耐震不適格建築物（地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多

数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物（第十四条第三号に

おいて「通行障害建築物」という。）であって既存耐震不適格建築物であるものをいう。以下同じ。）

について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められ

る場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行

障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報

告の期限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防

止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震

改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接

する道路に関する事項 

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定優良

賃貸住宅法」という。）第三条第四号 に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部について

確保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条に規定する特定優良賃

貸住宅をいう。以下同じ。）を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である住宅の耐震改

修の実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定する資格を

有する者を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供することが必要と認められる場
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合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機

構（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築物の耐震診

断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震

改修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、当

該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその建築物を使用す

る者があるときは、その者及び所有者）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、当該

都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断

及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定めるよう努

めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対

する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する

事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記載

することができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを

防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物について、耐震診断

を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行

障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適

格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事

項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを防

止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震

改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接

する道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 

第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要安全

確認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を、次

の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管行政庁に報告しなけ

ればならない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の規

定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に

接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。） 同号の規定に

より都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する

通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建築物であ

るものを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等） 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又はその報告の

内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該報告を命ず

べき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認められるときは、その者

の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。こ

の場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき旨及びその期限までに当該報告をしないとき

は、所管行政庁又はその命じた者若しくは委任した者が耐震診断を行うべき旨を、あらかじめ、公告しな

ければならない。 

（耐震診断の結果の公表） 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところにより、

当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、又は行わせたと

きも、同様とする。 

（通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担） 

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で

定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければならない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で定めるところ

により、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければならない。 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力） 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図る

必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行うよう努めなければ

ならない。 

（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必要
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があると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第

三号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘案して、要安全確認計画

記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めるときは、

要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な

理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度に

おいて、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確認計画記

載建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。）に

関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地

若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画記載建築物、要安全

確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。た

だし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければ

ならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載建築

物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該特定既存耐震

不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必要があると認

められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他多数

の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は処

理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記

載された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する

通行障害建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 
第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確

保するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を

勘案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をす

ることができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第一号から第三号までに掲げる特定既

存耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令で

定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必要な耐震診断又は耐震改修が

行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案し

て、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既存

耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定既

存耐震不適格建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な

理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定既存耐

震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に係る事項に

関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地

若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格建築物、特定既

存耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建

築物の所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐

震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、

当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

第四章 建築物の耐震改修の計画の認定 

（計画の認定） 

第十七条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物の耐震改

修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 建築物の位置 

二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 

三 建築物の耐震改修の事業の内容 

四 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画 

五 その他国土交通省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げる基準に

適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）をすることができる。 

一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるものとし

て国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

二 前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

三 第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定

及び耐震関係規定以外の建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合せず、かつ、

同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものである場合において、当該建築物又は建築物の

部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第二条第十四号に規定する大規模の修繕をいう。）又

は大規模の模様替（同条第十五号に規定する大規模の模様替をいう。）をしようとするものであり、

かつ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が

耐震関係規定以外の同法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなるものであ

るときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事後も、引
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き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定以外の建築基

準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるもの

であること。 

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれの工事の計

画。第五号ロ及び第六号ロにおいて同じ。）に係る建築物及び建築物の敷地について、交通上の支

障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害

の度が高くならないものであること。 

四 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である耐火建築物（建築基準法第二条

第九号の二に規定する耐火建築物をいう。）である場合において、当該建築物について柱若しくは壁

を設け、又は柱若しくははりの模様替をすることにより当該建築物が同法第二十七条第二項の規定に

適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適

合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事によ

り、当該建築物が建築基準法第二十七条第二項の規定に適合しないこととなることがやむを得ないと

認められるものであること。 

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。 

（１） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準に適合して

いること。 

（２） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国土交通省令

で定める防火上の基準に適合していること。 

五 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物について増

築をすることにより当該建築物が建築物の容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合をいう。）に係

る建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第八項において「容積率関係規定」

という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる

基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事によ

り、当該建築物が容積率関係規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであるこ

と。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められるものであ

ること。 

六 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物について増築

をすることにより当該建築物が建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。）に係る建

築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第九項において「建蔽率関係規定」という。）

に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合

していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事によ

り、当該建築物が建蔽率関係規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであるこ

と。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められるものであ

ること。 

４ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項 の規定による確認又

は同法第十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定をしようとする

ときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。 

５ 建築基準法第九十三条 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認又は同法第

十八条第二項 の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場

合について、同法第九十三条の二 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認を要す

る建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合について準用する。 

６ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷

地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第三条第三項第三

号 及び第四号 の規定にかかわらず、同条第二項 の規定を適用する。 

一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項 の規定の適用を受けている建築物

等であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計画の認定を受

けたもの 

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 

７ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物については、建築

基準法第二十七条第二項の規定は、適用しない。 

８ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第五号の建築物については、容積

率関係規定は、適用しない。 

９ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第六号の建築物については、建蔽

率関係規定は、適用しない。 

10 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認又は同

法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、所管行政庁が計画の認定をした

ときは、同法第六条第一項又は第十八条第三項の規定による確認済証の交付があったものとみなす。こ

の場合において、所管行政庁は、その旨を建築主事に通知するものとする。 

（計画の変更） 

第十八条 計画の認定を受けた者（第二十八条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」という。）

は、当該計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとする

ときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

（計画認定建築物に係る報告の徴収） 

第十九条 所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定による変

更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物（以下「計画認定建

築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができる。 

（改善命令） 

第二十条 所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って計画認定建築物の耐震改

修を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、その改善に必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

（計画の認定の取消し） 

第二十一条 所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認定を取り

消すことができる。 

第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定） 

第二十二条 建築物の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該建築物

について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る建築物が耐震関係規定又は地
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震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していると認めるときは、そ

の旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物（以下「基準適合認定建築物」という。）、そ

の敷地又はその利用に関する広告その他の国土交通省令で定めるもの（次項において「広告等」とい

う。）に、国土交通省令で定めるところにより、当該基準適合認定建築物が前項の認定を受けている旨

の表示を付することができる。 

４ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告等に、同項

の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（基準適合認定建築物に係る認定の取消し） 

第二十三条 所管行政庁は、基準適合認定建築物が前条第二項の基準に適合しなくなったと認めるとき

は、同項の認定を取り消すことができる。 

（基準適合認定建築物に係る報告、検査等） 
第二十四条 所管行政庁は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、第二

十二条第二項の認定を受けた者に対し、基準適合認定建築物の地震に対する安全性に係る事項に
関し報告させ、又はその職員に、基準適合認定建築物、基準適合認定建築物の敷地若しくは基準適
合認定建築物の工事現場に立ち入り、基準適合認定建築物、基準適合認定建築物の敷地、建築

設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用

する。 

第六章 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定等 

（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 
第二十五条 耐震診断が行われた区分所有建築物（二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関

する法律（昭和三十七年法律第六十九号）第二条第二項に規定する区分所有者をいう。以下同

じ。）が存する建築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第二十五条第一項の規定により選任さ
れた管理者（管理者がないときは、同法第三十四条の規定による集会において指定された区分所有者）
又は同法第四十九条第一項の規定により置かれた理事をいう。）は、国土交通省令で定めるところによ

り、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物について耐震改修を行う必要がある旨の認定を申請する
ことができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震に対する

安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していないと認めるときは、
その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修が建

物の区分所有等に関する法律第十七条第一項に規定する共用部分の変更に該当する場合における
同項の規定の適用については、同項 中「区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数による集会
の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、適用しない。 

（要耐震改修認定建築物の区分所有者の耐震改修の努力） 
第二十六条 要耐震改修認定建築物の区分所有者は、当該要耐震改修認定建築物について耐震改

修を行うよう努めなければならない。 

（要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 
第二十七条 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、

要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 
２ 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めるときは、

要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることがで
きる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要耐震改修認定建築物の区分所有者が、正当な

理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、要耐震改修

認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し

報告させ、又はその職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地若しくは要耐震
改修認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地、
建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用
する。 

第七章 建築物の耐震改修に係る特例 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例） 

第二十八条 第五条第三項第四号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅の

特定入居者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良賃貸住宅法

第五条第一項 に規定する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について特定優良賃

貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間以上確保する

ことができないときは、特定優良賃貸住宅法の規定にかかわらず、都道府県知事（市の区域内にあって

は、当該市の長。第三項において同じ。）の承認を受けて、その全部又は一部を特定入居者に賃貸す

ることができる。 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸借を、

借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項 の規定による建物の賃貸借（国土交

通省令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。 

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項 に規定する認定事業者が第一項の規定による都道府県知事

の承認を受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項 の規定の適用については、同項

中「処分」とあるのは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十

三号）第二十八条第二項の規定」とする。 

（機構の業務の特例） 

第二十九条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物の耐

震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構は、独立行政

法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一条に規定する業務のほか、委託に基づき、

政令で定める建築物（同条第三項第二号の住宅又は同項第四号の施設であるものに限る。）の耐

震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

（公社の業務の特例） 

第三十条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の耐震

診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、地方住宅供

給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定する業務のほか、委託により、住宅

の耐震診断及び耐震改修並びに市街地において自ら又は委託により行った住宅の建設と一体として建

設した商店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する建築

物の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号中「第二

十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（平成七年法律第百二十三号）第三十条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮） 

第三十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、計画認
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定建築物である住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮するものとす

る。 

第八章 耐震改修支援センター 

（耐震改修支援センター） 

第三十二条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的とする一

般社団法人又は一般財団法人その他営利を目的としない法人であって、第三十四条に規定する業務

（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請により、耐

震改修支援センター（以下「センター」という。）として指定することができる。 

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支援業

務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を有す

るものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公正な実施に

支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであること。 

（指定の公示等） 

第三十三条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたときは、センタ

ーの名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 

２ センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとするときは、変

更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（業務） 

第三十四条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 認定事業者が行う計画認定建築物である要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適

格建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行った国土交通省令で定める金融機関の要請に基

づき、当該貸付けに係る債務の保証をすること。 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（業務の委託） 

第三十五条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務保証

業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の者に委託す

ることができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行うことができる。 

（債務保証業務規程） 

第三十六条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を定め、国

土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実施上

不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずることができる。 

（事業計画等） 

第三十七条 センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業計画及

び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度にあっては、その

指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするとき

も、同様とする。 

２ センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告書及び収支決算

書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなければならない。 

（区分経理） 

第三十八条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を区分して整理

しなければならない。 

一 債務保証業務及びこれに附帯する業務 

二 第三十四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 

（帳簿の備付け等） 

第三十九条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土交通省令で

定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する書類で

国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

（監督命令） 

第四十条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、

センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（センターに係る報告、検査等） 

第四十一条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるとき

は、センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、センターの

事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質

問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければ

ならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（指定の取消し等） 

第四十二条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消すこと

ができる。 

一 第三十三条第二項又は第三十七条から第三十九条までの規定のいずれかに違反したとき。 

二 第三十六条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行ったとき。 

三 第三十六条第三項又は第四十条の規定による命令に違反したとき。 

四 第三十二条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

五 センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

六 不正な手段により指定を受けたとき。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

第九章 罰則 

第四十三条 第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

第四十四条 第十三条第一項、第十五条第四項又は第二十七条第四項の規定による報告をせず、若
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しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以

下の罰金に処する。 

第四十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十九条、第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報

告をした者 

二 第二十二条第四項の規定に違反して、表示を付した者 

三 第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

四 第三十九条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽

の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

五 第三十九条第二項の規定に違反した者 

六 第四十一条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者 

第四十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各

本条の刑を科する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限） 

第二条 第二十九条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成二十七

年十二月三十一日までに締結される場合に限り行うことができる。 

（要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等） 

第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめる必要が

ある大規模なものとして政令で定めるもの（要安全確認計画記載建築物であって当該要安全確認計

画記載建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三十日以前であるものを除く。

以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。）の所有者は、当該要緊急安全確認

大規模建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を同月三十一

日までに所管行政庁に報告しなければならない。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する既存耐震

不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する既存耐

震不適格建築物 

三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模建

築物であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物については、

適用しない。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物について

準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三条第一項中

「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるのは「同条第三項において

準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とあるのは「附則第三条第三項におい

て準用する第八条第一項」と読み替えるものとする。 

４ 前項において準用する第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

５ 第三項において準用する第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処する。 

６ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

前二項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても当該各項の刑を科する。 

 

附 則 （平成 8 年 3 月 31 日法律第 21 号） 抄 

（施行期日） 
１ この法律は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 （平成 9 年 3 月 31 日法律第 26 号） 抄 

（施行期日） 
１ この法律は、平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成 13 年 1 月 6 日から施行する。 

附 則 （平成 17 年 7 月 6 日法律第 82 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 （平成 17 年 11 月 7 日法律第 120 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 
第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」という。）

の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促

進に関する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処
分、手続その他の行為とみなす。 

２ 新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項の規

定により申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第一項又は第六条
第一項の規定により申請があった認定の手続については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 
第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 
第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 
第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成 18 年 6 月 2 日法律第 50 号） 抄 
 この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 

 

附 則 （平成 23 年 6 月 24 日法律第 74 号） 抄 
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（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

附 則 （平成 23 年 8 月 30 日法律第 105 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 
第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同

じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法

律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 
第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成 25 年 5 月 29 日法律第 20 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 
第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定によってした処分、手続

その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促進に関する法律（附則第四条
において「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処分、手続その他

の行為とみなす。 

（政令への委任） 
第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 
第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成 26 年 6 月 4 日法律第 54 号） 抄 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
 
附 則 （平成 30 年 6 月 27 日法律第 67 号） 抄  
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 附則第四条の規定 公布の日 
二 第一条の規定並びに次条並びに附則第三条、第九条及び第十五条（高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）第二十四条の改正規定に限る。）
の規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

（経過措置） 
第二条 第一条の規定の施行の際現に存する同条の規定による改正前の建築基準法（次項において

「旧法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するものは、第一条の規定による改正後
の建築基準法（次項において「新法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するものと

みなす。 
２ 第一条の規定の施行の際現に存する旧法第四十二条第二項に規定する道に該当するものは、新法

第四十二条第二項に規定する道に該当するものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 
第三条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 
（政令への委任） 
第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を

含む。）は、政令で定める。 
（検討） 
第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の建築基準法

の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
ものとする。 

（建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部改正） 
第十条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）の一部を次のように

改正する。 

第十七条第三項第四号中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を削り、同項第六号中「の建ぺい率」
を「の建蔽率」に、「「建ぺい率関係規定」を「「建蔽率関係規定」に改め、同号イ中「建ぺい率関係規定」
を「建蔽率関係規定」に改め、同条第七項中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を削り、同条第

九項中「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」に改める。 
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○耐震改修促進法における規制対象一覧（法第 16 条除く） 

用 途 
指導・助言対象の特定既存

耐震不適格建築物 
法第 15 条第 1 項 

指示対象となる特定 

既存耐震不適格建築物 
法第 15 条第 2 項及び第 3 項 

耐震診断義務付け 

対象建築物 
法第 7 条、第 12 条及び 

附則第 3 条 

法第
14 条 
1 号 学

校 

小学校、中学校、中等教育学校の
前期課程若しくは特別支援学校 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上  
※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 
※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ 3,000 ㎡以上 
※屋内運動場の面積を含む 

上記以外の学校 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上   

体育館 
（一般公共の用に供されるもの） 

階数１以上かつ 1,000 ㎡以上 階数１以上かつ 2,000 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その
他これらに類する運動施設 

階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場   

百貨店、マーケットその他の物品販売
業を営む店舗 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿
舎、下宿 

  

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、福
祉ホーム その他これらに類するもの 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 階数２以上かつ 2,000 ㎡以上 階数２以上かつ 5,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身
体障害者福祉センターその他これらに
類するもの 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ 500 ㎡以上 階数２以上かつ 750 ㎡以上 階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、
ダンスホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他こ
れら に類するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の
用途に供 する建築物を除く。） 

  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機
の発着場を構成する建築物で旅客の乗
降又は待合の用に供するもの 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

自動車車庫その他の自動車又は自転
車の停留又は駐車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する
公益上必要な建築物 

同条 
2 号 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に
供する建築物 

政令で定める数量以上の危険物
を貯蔵又は処理するすべての建
築物 

階数１以上かつ 500 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上
で敷地境界線から一定距離以
内に存する建築物 

同条 
3 号 

通行障害建築物  地方公共団体が定める避難路
沿道建築物 

地方公共団体が定める特に重
要な避難路沿道建築物であっ
て耐震不明建築物であるもの 
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２．広域緊急交通路  （平成 29 年 12 月） 

 

中国自動車道

西名阪自動車道

万博公園

服部緑地

鶴見緑地

寝屋川公園

大阪城公園

山田池公園

久宝寺緑地

錦織公園

大泉緑地

長居公園

広域緊急交通路

湾岸線

南阪奈道路

第二阪奈有料道路

国
道

4

2

3

号

国道171号

国道176号

国道2号

国道163号

国道308号

国道25号

国道173号

大
阪
中
央
環
状
線

大阪生駒線

国道176号

南
北
線

平成29年9月

(注)　点線は、事業中路線を示す。

陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

災 害 拠 点 病 院

大 阪 府 庁

自動車専用道路

一般道路　重点14路線

一般道路　その他路線

広域
緊急交通路

主要な
防災拠点

緊急交通路

凡　　　　　例

広 域 防 災 拠 点

後 方 支 援 活 動 拠 点

輸 送 基 地

堺泉北有料道路

6号大和川線

3号神戸線

※ 新名神高速道路、主要地方道伏見柳谷高槻線（高槻I.C～梶原６）は、平成29年11月供用開始予定ですが、この図面

では実線表示にしています。

※ 緊急交通路の追加、振替を手続き中の道路について、既に供用開始しているものは、この図面では反映しています。
（阪神高速道路6号大和川線、国道480号線、国道26号からBP（第二阪和国道）への振替 等）

中国自動車道

西名阪自動車道

万博公園

服部緑地

鶴見緑地

寝屋川公園

大阪城公園

山田池公園

久宝寺緑地

錦織公園

大泉緑地

長居公園

広域緊急交通路

湾岸線

南阪奈道路

第二阪奈有料道路

国
道

4

2

3

号

国道171号

国道176号

国道2号

国道163号

国道308号

国道25号

国道173号

大
阪
中
央
環
状
線

大阪生駒線

国道176号

南
北
線

(注)　点線は、事業中路線を示す。

陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

災 害 拠 点 病 院

大 阪 府 庁

自動車専用道路

一般道路　重点14路線

一般道路　その他路線

広域
緊急交通路

主要な
防災拠点

緊急交通路

凡　　　　　例

広 域 防 災 拠 点

後 方 支 援 活 動 拠 点

輸 送 基 地

堺泉北有料道路

6号大和川線

3号神戸線

蜻蛉池公園

赤峰市民広場
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広域緊急交通路（一覧表） 

１ 自動車専用道路 

 

延長（km） 区 間 備 考

1 名神高速道路 27.5 全 線

2 新名神高速道路 26.2 全 線

3 近畿自動車道 29.0 全 線

4 西名阪自動車道 9.2 全 線

5 阪和自動車道 48.4 全 線

6 中国自動車道 12.0 全 線

7 関西空港自動車道 6.6 全 線

8 阪神高速　　１号　環状線 10.3 全 線

9 阪神高速　　２号　淀川左岸線 5.6 全 線

10 阪神高速　　３号　神戸線 7.0 全 線

11 阪神高速　　４号　湾岸線 35.7 全 線

12 阪神高速　　５号　湾岸線 5.8 全 線

13 阪神高速　　６号　大和川線 2.0 全 線

14 阪神高速 　11号　池田線 19.0 全 線

15 阪神高速 　12号　守口線 12.1 全 線

16 阪神高速 　13号　東大阪線 12.5 全 線

17 阪神高速 　14号　松原線 12.1 全 線

18 阪神高速 　15号　堺線 13.4 全 線

19 阪神高速　 16号　大阪港線 7.2 全 線

20 阪神高速 　17号　西大阪線 3.8 全 線

21 堺泉北有料道路 4.7 全 線

22 第二阪奈有料道路 3.8 全 線

23 関西国際空港連絡橋 3.8 全 線

24 箕面有料道路 6.8 全 線

25 第二京阪道路 17.6 全 線

26 南阪奈道路 12.0 全 線

354.1

路 線 名 称

合 計



 

12 

 

２ 一般道路 

  

延長（km） 区 間 重 点 14 路 線 の 指 定 区 間

28.4 京都府境（枚方市）～梅田新道

17.6 門真JCT～京都府境（枚方市）

2 国道２号 6.2 兵庫県境（大阪市）～梅田新道 ●　同左

3 国道２５号 27.8 奈良県境（柏原市）～梅田新道 ●　同左

63.6 和歌山県境（岬町）～大国町（R25） ●　同左

8.3 阪南市自然田～岬町淡輪

5 国道４３号 9.8 兵庫県境～花園北（R26) ○　兵庫県境～梅香(3.9km)

6 国道１６３号 15.8 奈良県境(四條畷市）～関目５（R１） ●　同左

7 国道１６５号 3.1 奈良県境～国分本町４（R25・柏原市）

8 国道１７１号 27.6 京都府境（高槻市）～兵庫県境（池田市）
○　京都府境～畑田(13.7km)

○　兵庫県境～新開橋(0.1km)

17.5 兵庫県境（池田市）～梅田新道 ●　同左

1.9 兵庫県境（池田市）～豊島南１丁目・豊島南１丁目東（池田市）

10 国道４８１号 5.5 空連道臨海南～上之郷ＩＣ前（泉佐野市）

11 国道１７０号 71.3 八丁畷（高槻市）～上瓦屋（泉佐野市） ○　中振南～石津元町(2.4km)

12 国道１７３号 20.9 兵庫県境（能勢町）～西本町（R176・池田市）

13 国道３０７号 7.7 京都府境～池之宮北（R1・枚方市）

14 国道３０８号 7.0 深江橋～被服団地前（R170・東大阪市） ●　同左

15 国道３０９号 26.6 奈良県境（千早赤阪村）～瓜破

16 国道３１０号 16.8 安井町（堺市）～七ツ辻（R170・河内長野市） ○　北丸保園～安井町(1.4km)

17 国道３７１号 11.0 和歌山県境～七ツ辻（R170・河内長野市）

15.8 京都府境（豊能町）～木部（R173・池田市） ○京都府境～箕面有料道路(9.4km)

25.5 白鳥２（箕面有料道路）～梅新東 ●　同左

19 国道４７９号 24.4 稲津町（R176・豊中市）～瓜破

20 主要地方道大阪高槻京都線 15.8 畑田（R171・茨木市）～南森町 ●　同左

21 主要地方道大阪高槻京都線（新） 8.6 北大阪流通センター（大阪中央環状線・摂津市）～辻子（R170・高槻市）

4.8 石津元町～大日 ●　同左

1.4 桜町（R170）～関西医大枚方病院

23 主要地方道大阪和泉泉南線 48.6 泉南I.C北（泉佐野岩出線・泉南市）～東天満 ○　泉南I.C北～谷町４(46.9km)

主要地方道大阪中央環状線 40.1
主要地方道堺羽曳野線（大阪中央環状線） 6.3

25 主要地方道大阪生駒線 15.8 奈良県境（四條畷市）～蒲生４ ●　同左

26 主要地方道泉大津美原線 21.7 助松橋（泉大津市）～美原ロータリー（美原町）

27 主要地方道大阪池田線 10.8 豊島南１（R176・池田市）～歌島橋 ●　同左

28 主要地方道大阪臨海線 29.0 住之江公園前～空連道臨海北

4.7 和歌山県境（泉南市）～泉南I.C北（大阪和泉泉南線） ●　同左

8.7 空連道臨海南～泉南I.C北

30 国道１７２号 5.7 大阪港（咲洲トンネル入口）～川口１

31 国道１６８号 3.4 天の川（R1・枚方市）～私部西３（交野市）

32 国道１７０号（旧） 0.8 中垣内（大東市）～寺川（大東市） ○　中垣内～寺川（0.8km）

33 国道４８０号 7.3 大野北（R170.和泉市）～和歌山県境（和泉市）

34 主要地方道茨木摂津線 5.2 万博公園外周・みのり橋南（吹田市）～阪大病院前（茨木市）

35 主要地方道大阪港八尾線 2.9 八尾土木事務所～神武町（中環・八尾市）

国道４２３号

4

新開橋付近（R171・池田市）～北丸保園付近（R310・堺市） ●　同左

29 主要地方道泉佐野岩出線

国道１７６号

18

国道１号1

24

路 線 名 称

22

○　京都府境～中振南(9.7km)

○　大日～梅田新道(11km)

注）　第２京阪道路側道（門真JCT～京都府

境）は含まない

国道２６号

主要地方道京都守口線

9
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延長（km） 区 間 重 点 14 路 線 の 指 定 区 間

36 主要地方道大阪中央環状線（旧） 2.4 太子堂（R25・八尾市）～八尾空港（中部広域防災拠点）

37 府道八尾道明寺線 1.8 柏原高校北（R170・柏原市）～八尾市道木ノ本田井中線・大正第434号線

38 主要地方道大阪伊丹線 1.9 中津浜（R176）～浄正橋（R2）

39 主要地方道大阪高石線 16.2 R26～北川掘交差点（Ｒ25）

40 大阪市道赤川四天王寺線 4.2 北川掘交差点（Ｒ25）～大阪府庁

8.3 木積南（阪和自動車道・貝塚市）～脇浜（大阪臨海線・貝塚市）

9.8 積川神社南(R170)～木材町（大阪臨海線・岸和田市）

42 主要地方道築港深江線 7.0 深江橋～川口１ ○　深江橋～船場中央３(5.3km)

43 府道恵美須南森町線 2.0 久太郎町１～南森町 ●　同左

44 大阪市道南北線 4.1 元町２～桜橋 ●　同左

45 主要地方道福島桜島線 5.3 ユニバーサルスタジオ西～野田阪神前（R2） ○梅香（R43）～野田阪神前（R2）2.2km

46 主要地方道浜口南港線 4.5 浜口（R26）～大阪南港

47 府道枚方茨木線 1.5 池之宮北（R1）～関西医大枚方病院

48 府道西宮豊中線 1.2 上津島（大阪池田線）～稲津町（R176・豊中市）

49 府道豊中摂津線 0.3 南千里駅前（吹田市道桃山台41号線）～佐竹台２（南千里茨木停車場線）

50 府道大阪枚岡奈良線 1.0 谷町９（大阪和泉泉南線）～大阪赤十字病院

51 大阪市道大阪環状線 0.9 天神橋６（大阪高槻京都線）～大阪市立総合医療センター

52 府道住吉八尾線 2.1 瓜破北～長吉長原東（中環）

53 大阪市道今宮平野線 1.5 あべの近鉄前～花園北（R26）

54 大阪市道平野区第1449号線 0.1 瓜破～瓜破北

55 主要地方道美原太子線 2.3 旭ヶ丘（R170・富田林市）～太子（太子町道六枚橋太子線）

56 主要地方道堺狭山線 9.6 臨港石津町（大阪臨海線）～竹原大橋（堺市）

57 主要地方道富田林泉大津線 6.0 竹原大橋～光明池（府立母子センター）

58 大阪府臨港道路汐見線 2.0 堺泉北港

59 主要地方道堺かつらぎ線 6.0 富田林泉大津線（R170）～大阪高石線

60 府道三林岡山線 3.1 フタツ池（岸和田牛滝山貝塚線）～室堂町北（R480・和泉市）

0.4 岸和田和泉インター西～岸和田和泉IC

0.8 交流センター東（R170・岸和田市）～蜻蛉池公園

62 府道東鳥取南海線 1.1 桜ヶ丘（R26・阪南市）～阪南IC

63 池田市道大阪国際空港線 0.2 空港前（大阪池田線）～大阪国際空港（豊中市）

0.3 日本庭園前（茨木摂津線）～北部広域防災拠点（吹田市）

0.2 佐竹台２（豊中摂津線）～済生会千里病院（吹田市）

65 八尾市道木ノ本田井中線・大正第434号線　 1.5 木本（大阪中央環状線）～府道八尾道明寺線

66 堺市道 1.5 築港八幡町～国道26号

67 臨港道路堺北1号線・2号線 3.6 堺泉北港堺2区基幹的広域防災拠点～築港八幡町（R26・堺市）

68 豊中市道服部緑地第２号線・緑地北側線 0.4 春日１丁目南（R423）～服部緑地前（豊中市）

0.7 服部緑地前～新宮橋西（豊中市）

0.6 蔵人町（R479吹田市）～榎橋防災船着場

70 豊中市道曽根服部緑地線 0.9 曽根（R176）～みどり橋（豊中市）

71 主要地方道八尾茨木線 0.7 鶴見緑地（浜５・大阪市）～稗島（大阪中央環状線）

72 大阪市道鶴見区第9001号線 2.2 鶴見５（R479）～鶴見緑地（浜５・大阪市）

73 府道杉田口禁野線 0.4 出屋敷（R1・枚方市）～山田池公園（枚方市）

74 枚方市道枚方藤阪線 0.7 山田池公園～国道田口南（R1・枚方市）

75 和泉市道伯太町２号線 0.5 伯太（大阪和泉泉南線）～自衛隊信太山駐屯地

41 主要地方道岸和田牛滝山貝塚線

府道熊野大阪線

64 府道南千里茨木停車場線

61 府道春木岸和田線

69

路 線 名 称
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延長（km） 区 間 重 点 14 路 線 の 指 定 区 間

0.4 八丁畷（R171・高槻市）～大阪医科大学附属病院

3.3 高槻I.C～梶原６（高槻市）

77 大阪狭山市道金剛泉北線・狭山河内長野線　 1.5 茱萸木南（R310・大阪狭山市）～近畿大学病院

78 大阪市道赤川天王寺線・毘沙門池北側線 1.2 大阪枚岡奈良線～大阪警察病院

79 羽曳野市道郡戸古市線 1.2 軽里北（R170）～府立呼吸器アレルギー医療センター

80 富田林市道寿３号線 0.3 昭和町1(R170・富田林市）～南河内府民センター

81 主要地方道岸和田港塔原線 0.3 府立和泉高校東（R26・岸和田市） ～泉南府民センター

2.3 咲洲トンネル

12.0 ユニバーサルスタジオ西～南港東２

1.4 南港東２～かもめ大橋東詰

83 東大阪市道稲田本庄線　 1.2 トラックターミナル入口西（中央環状線）～トラックターミナル

84 大阪市道神崎川左岸線 0.5 国道１７６号～三国防災船着場

85 大阪府臨港道路小松線・助松線 2.0 泉北５区（大阪臨海線・泉大津市）～堺泉北港助松岸壁

86 堺市道臨港１号線 4.9 築港新町～浜寺石津町（大阪臨海線）

87 府道和気岸和田線 0.5 荒木町西（春木大町線）～岸和田徳洲会病院

88 府道春木大町線 0.5 荒木町（R２６・岸和田市）～荒木町西（和気岸和田線）

89 府道大野天野線 0.5 上原町（R170・河内長野市）～消防本部前

90 吹田市道桃山台41号線 1.0 桃山台駅西（R423）～南千里駅前（豊中摂津線）

91 太子町道六枚橋太子線 1.9 太子（美原太子線）～太子町役場

860.4

※

※

※

1214.5 km

各路線延長は、H6交通センサス及び図上計測による。

大阪市臨港道路

：重点１４路線に選定されている主要路線を示す

重点１４路線の区間　⇒　●：全区間　○：一部区間

総 計

小 計

82

76 主要地方道伏見柳谷高槻線

路 線 名 称
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３．被害想定 
（１）震度予測図（大規模地震による被害想定（平成 18 年度実施分）） 

※これらの震度予測は、断層のアスペリティ（特に強い揺れを発生する部分）や破壊開始点を仮定して予測したものであり、実際の揺れとは異なることも考えられます。 
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※これらの震度予測は、断層のアスペリティ（特に強い揺れを発生する部分）や破壊開始点を仮定して予測したものであり、実際の揺れとは異なることも考えられます。 
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※これらの震度予測は、断層のアスペリティ（特に強い揺れを発生する部分）や破壊開始点を仮定して予測したものであり、実際の揺れとは異なることも考えられます。 
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（２）震度予測図（大規模地震による被害想定（平成 25 年度実施分）） 

南海トラフ巨大地震（震度分布） 南海トラフ巨大地震（液状化の可能性） 
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全壊率の分布【上町断層帯地震Ａ】                      建物被害率の分布【上町断層帯地震Ａ】  

（３）建築物の全壊率・被害率 
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全壊率の分布【上町断層帯地震Ｂ】                      建物被害率の分布【上町断層帯地震Ｂ】  
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全壊率の分布【生駒断層帯地震】                      建物被害率の分布【生駒断層帯地震】  
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全壊率の分布【中央構造線断層帯地震】                      建物被害率の分布【中央構造線断層帯地震】  
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全壊率の分布【有馬高槻断層帯地震】                      建物被害率の分布【有馬高槻断層帯地震】  
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全壊率の分布【東南海・南海地震】                      建物被害率の分布【東南海・南海地震】 
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４．データ集 

 

 

 

  

旧耐震建築物の分布と市街地特性（DID 区域×旧耐震集中エリア） 

住宅の耐震化の進捗状況 

出典：国土強靱化アクションプラン

2015 
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旧耐震建築物の分布と市街地特性（大規模開発団地×耐震化率） 

旧耐震建築物の分布と市街地特性（計測震度×旧耐震集中エリア） 



 

27 

 

  まちまるごと耐震化支援事業の取組み状況 

府民アンケートの結果 
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198,600 
220,200 

248,400 

0

100,000

200,000

300,000

H15 H20 H25

（世帯）

■ 旧耐震住宅の推移 

○ 旧耐震住宅の数は、平成 15 年から H25 年の 10 年間で約 3 割減少している。減少

の要因は、住宅の滅失が約 9 割を占めている。 

1,046,987 896,296 750,554 

18,959 

32,641 

131,732 
263,792 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

H15 H20 H25

耐震性が不足する住宅 耐震改修済み 滅失数

(戸)

28.3%

■ 地域別 旧耐震住宅における高齢単身世帯数とその割合 

○ 地域別に旧耐震住宅における高齢単身世帯数をみると、大阪市が約 9 万世帯であ

り、他の地域と比べて極めて多くなっている。また、高齢単身世帯の割合についても、

大阪市が他の地域比べやや高く 30％弱となっている。 

○ 高齢単身世帯の推移をみると、過去 10 年間継続的に増えている。 

【地域別 旧耐震住宅における高齢単身世帯数とその割合】 【旧耐震住宅における高齢単身世帯数の推移】 

93,400 

19,400 
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（19.6％）

（21.3％）

（20.1％）

（22.4％）

（18.3％）

※（ ）の内の数字は、旧耐震住宅における

高齢単身世帯の割合を示している。（世

出典：住宅・土地統計調査（H25） 

出典：住宅・土地統計調査（H25） 
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n %

全体 249 100.0

1
すでに耐震化された住宅に

住んでいるから
4 1.6

2
今の住居で十分に

耐震性があると思うから
9 3.6

3
自宅が倒壊するような地震は

発生しないと思っているから
5 2.0

4
耐震診断のやり方が

分からないから
15 6.0

5
耐震診断の信頼できる

業者が分からないから
9 3.6

6 手間や時間がかかるから 15 6.0

7 費用がかかるから 96 38.6

8
どんな住宅でも大地震の被害は

避けられないと思うから
23 9.2

9 転居する予定があるから 8 3.2

いずれ売却処分したいと

思っているから
9 3.6

特に考えたことがない 53 21.3

その他： 3 1.2

n %

全体 297 100.0

1 実施した又は実施する予定 26 8.8

2 実施していない 249 83.8

3 わからない 22 7.4

n %

全体 26 100.0

1 自分や家族が震災の怖さを体験したから 4 15.4

2 知人等が震災被害を受けたから 0 0.0

3 震災等の災害情報をテレビや新聞等で見聞きしたから 5 19.2

4 震災対策などのセミナーや講演会等に参加したから 0 0.0

5 住宅の増改築や修繕のタイミングにあったから 12 46.2

6 住宅メーカーや工務店の営業や宣伝・広告を見たから 3 11.5

7 市町村など行政の防災イベントやセミナーに参加したから 1 3.8

8 その他： 1 3.8

Q4.■前問で「2.実施していない」と答えた方にお伺いします

　　 ■その理由は何ですか。次の中から一番近いものを一つだけ選んでください。

Q5.あなたは、ご自身がお住まいの住宅の耐震改修や建替えといった耐震化を実施しましたか。

Q6.■前問で「1.実施した又は実施する予定」と答えた方にお伺いします

　　 ■そのきっかけは何ですか。次の中から一番近いものを一つだけ選んでください。

1.6

3.6

2.0

6.0

3.6

6.0

38.6

9.2

3.2

3.6

21.3

1.2

0% 20% 40%

すでに耐震化された住宅に

住んでいるから

今の住居で十分に

耐震性があると思うから

自宅が倒壊するような地震は

発生しないと思っているから

耐震診断のやり方が

分からないから

耐震診断の信頼できる

業者が分からないから

手間や時間がかかるから

費用がかかるから

どんな住宅でも大地震の被害は

避けられないと思うから

転居する予定があるから

いずれ売却処分したいと

思っているから

特に考えたことがない

その他：

8.8 83.8 7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施した又は実施する予定 実施していない わからない

15.4 19.2 46.2 11.5

3.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族が震災の怖さを体験したから

知人等が震災被害を受けたから

震災等の災害情報をテレビや新聞等で見聞きしたから

震災対策などのセミナーや講演会等に参加したから

住宅の増改築や修繕のタイミングにあったから

住宅メーカーや工務店の営業や宣伝・広告を見たから

市町村など行政の防災イベントやセミナーに参加したから

その他：

■ 大阪府クイックリサーチ（おおさかQネット）アンケート結果

対象者：府内在住、木造住宅に居住の方

回答数：1,000人（内、旧耐震住宅に居住の方297人）

n %

全体 297 100.0

1 非常に関心がある 40 13.5

2 どちらかと言えば、関心がある 118 39.7

3 どちらとも言えない 70 23.6

4 どちらかと言えば、関心がない 43 14.5

5 全く関心がない 26 8.8

n %

全体 297 100.0

1 実施した又は実施する予定 29 9.8

2 実施していない 249 83.8

3 わからない、覚えていない 19 6.4

n %

全体 29 100.0

1 自分や家族が震災の怖さを体験したから 3 10.3

2 知人等が震災被害を受けたから 1 3.4

3 震災等の災害情報をテレビや新聞等で見聞きしたから 8 27.6

4 震災対策などのセミナーや講演会等に参加したから 1 3.4

5 住宅の増改築や修繕のタイミングにあったから 11 37.9

6 住宅メーカーや工務店の営業や宣伝・広告を見たから 2 6.9

7 市町村など行政の防災イベントやセミナーに参加したから 3 10.3

8 その他： 0 0.0

Q1.あなたは、ご自身がお住まいの住宅の耐震改修や建替えといった耐震化に関心がありますか。

Q2.あなたは、ご自身がお住まいの住宅の耐震診断を実施しましたか。

Q3.■前問で「1.実施した又は実施する予定」と答えた方にお伺いします

　　 ■そのきっかけは何ですか。次の中から一番近いものを一つだけ選んでください。

13.5 39.7 23.6 14.5 8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に関心がある どちらかと言えば、関心がある

どちらとも言えない どちらかと言えば、関心がない

全く関心がない

9.8 83.8 6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施した又は実施する予定 実施していない

わからない、覚えていない

10.3

3.4

27.6

3.4

37.9 6.9 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分や家族が震災の怖さを体験したから

知人等が震災被害を受けたから

震災等の災害情報をテレビや新聞等で見聞きしたから

震災対策などのセミナーや講演会等に参加したから

住宅の増改築や修繕のタイミングにあったから

住宅メーカーや工務店の営業や宣伝・広告を見たから

市町村など行政の防災イベントやセミナーに参加したから

その他：

大阪府クイックリサーチ（おおさかＱネット）アンケート結果 

対象者：府内在住、木造住宅に居住の方 
回答数：1000 人（内、旧耐震住宅に居住の方 297 人） 
調査項目： 
（１）耐震化に関する関心度合いと耐震化（診断や耐震改修）の実施

状況 
（２）単世帯と多世帯居住者別の耐震化に対する関心度合いの差 
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n %

全体 135 100.0

1
すでに耐震化された住宅に

住んでいるから
5 3.7

2
今の住居で十分に耐震性が

あると思うから
12 8.9

3
耐震診断で改修の必要が

ないと分かっているから
2 1.5

4
自宅が倒壊するような地震は

発生しないと思っているから
12 8.9

5
住み替えたいが、今住んで

いる地域から離れたくないから
13 9.6

6
住み替えたいが、手間や

時間がかかるから
7 5.2

7
住み替えたいが、

費用がかかるから
33 24.4

8
住み替えたいが、どんな物件を

信用していいか分からないから
4 3.0

9
どんな住宅でも大地震の

被害は避けられないと思うから
43 31.9

その他： 4 3.0

n %

全体 742 100.0

1
買い替えで新たな

費用がいらないこと
140 18.9

2 今住んでいる近所であること 93 12.5

3 買い物など日常生活が便利なこと 161 21.7

4
バスや鉄道などの公共交通

機関が近くにあること
108 14.6

5
学校や病院など公共施設が

近くにあること
74 10.0

6 海岸に近くないこと 25 3.4

7 山林に近くないこと 21 2.8

8 戸建てであること 98 13.2

9
集合住宅(マンション､団地､

ハイツ等)であること
8 1.1

賃貸であること 4 0.5

公営住宅であること 4 0.5

その他： 6 0.8

Q9.■前問で「4.どちらかと言えばそう思わない」「5.全くそう思わない」と　答えた方にお伺いします

　　 ■その理由は何ですか。次の中からあてはまるものをすべて選んでください。（いくつでも）

Q10.あなたが震災に備えて住み替えをするとすれば、どのようなことを条件としますか。

　　 次の中からあてはまるものをすべて選んでください。（いくつでも）

3.7

8.9

1.5

8.9

9.6

5.2

24.4

3.0

31.9

3.0

0% 10% 20% 30% 40%

すでに耐震化された住宅に

住んでいるから

今の住居で十分に耐震性が

あると思うから

耐震診断で改修の必要が

ないと分かっているから

自宅が倒壊するような地震は

発生しないと思っているから

住み替えたいが、今住んで

いる地域から離れたくないから

住み替えたいが、手間や

時間がかかるから

住み替えたいが、

費用がかかるから

住み替えたいが、どんな物件を

信用していいか分からないから

どんな住宅でも大地震の

被害は避けられないと思うから

その他：

18.9

12.5

21.7

14.6

10.0

3.4

2.8

13.2

1.1

0.5

0.5

0.8

0% 10% 20% 30%

買い替えで新たな

費用がいらないこと

今住んでいる近所であること

買い物など日常生活が便利なこと

バスや鉄道などの公共交通

機関が近くにあること

学校や病院など公共施設が

近くにあること

海岸に近くないこと

山林に近くないこと

戸建てであること

集合住宅(マンション､団地､

ハイツ等)であること

賃貸であること

公営住宅であること

その他：

n %

全体 249 100.0

1
すでに耐震化された住宅に

住んでいるから
3 1.2

2
耐震診断で改修の

必要がないと分かったから
4 1.6

3
今の住居で十分に

耐震性があると思うから
7 2.8

4
自宅が倒壊するような

地震は発生しないと思っているから
8 3.2

5
耐震改修の信頼できる

業者が分からないから
13 5.2

6 手間や時間がかかるから 17 6.8

7 費用がかかるから 99 39.8

8
どんな住宅でも大地震の

被害は避けられないと思うから
24 9.6

9 転居する予定があるから 8 3.2

いずれ売却処分したいと

思っているから
14 5.6

特に考えたことがない 47 18.9

その他： 5 2.0

n %

全体 297 100.0

1 大変そう思う 26 8.8

2 どちらかと言えばそう思う 81 27.3

3 どちらでもない 83 27.9

4 どちらかと言えばそう思わない 44 14.8

5 全くそう思わない 63 21.2

Q8.あなたは、現在お住まいの自宅よりも耐震性の高い住宅に引っ越したいと思いますか。

Q7.■前問で「2.実施していない」と答えた方にお伺いします

　　 ■その理由は何ですか。次の中から一番近いものを一つだけ選んでください。

1.2

1.6

2.8

3.2

5.2

6.8

39.8

9.6

3.2

5.6

18.9

2.0

0% 20% 40%

すでに耐震化された住宅に

住んでいるから

耐震診断で改修の

必要がないと分かったから

今の住居で十分に

耐震性があると思うから

自宅が倒壊するような

地震は発生しないと思っているから

耐震改修の信頼できる

業者が分からないから

手間や時間がかかるから

費用がかかるから

どんな住宅でも大地震の

被害は避けられないと思うから

転居する予定があるから

いずれ売却処分したいと

思っているから

特に考えたことがない

その他：

8.8 27.3 27.9 14.8 21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変そう思う どちらかと言えばそう思う

どちらでもない どちらかと言えばそう思わない

全くそう思わない



 

 

 


